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(一) 法制度の紹介 

1. 専利法(特許/実用新案/意匠) 

台湾で、特許権(発明專利)、実用新案権(新型專利)、意匠権(設計專利)の権利取得

などを定める法律として、「専利法」という法律が設けられている。中国語の「専

利」を日本語に訳す場合、通常「特許」とされるものの、実質的な意味は、日本語

の「特許」の概念よりも広い概念を内包するものである。台湾の専利法は、発明(特

許)、新型(実用新案)及び設計(意匠)に関する諸規定を定めており、日本の特許法、実

用新案法及び意匠法に相当するものである。 

以下に、専利法に定めている、発明、実用新案及び意匠を説明する。 

 

專

利

法

の

保

護

対

象

 

発明 
自然法則を利用した技術的思想の創作 

(専利法第 21 条) 

実用新案 

実用新案とは、自然法則を利用した技術的思想の創作のう

ち、物品の形状、構造又はその組合せに係る創作 

(専利法第 104 条) 

意匠 

物品の全部又は一部の形状、模様、色彩又はこれらの結合で

あって、視覚に訴える創作(専利法第 121 条 1 項) 

物品に応用するためのコンピューターアイコン(icons)、グラ

フィカルユーザインタフェース(GUI)及び組物も、意匠とし

て登録出願することができる(専利法第 121 条 2 項、第 129

条)。 

(1) 保護を受けるための要件 

特許、実用新案及び意匠の登録要件として、「産業上の利用可能性」(意匠は「産

業上の利用性」)「新規性」及び「進歩性」(意匠は「創作性」)が挙げられる。しか

し、これらの要件を満たすものが全て権利を取得できるとは限らない。それは、同

一の発明・考案又は同一・類似の意匠について、2 件以上の出願があったり(先願主

義のもと、最先の出願人に権利を付与する)、法律に「権利を付与できない発明、考

案又は意匠」として定められているからである。 

ただし、実用新案登録出願について、特許主務官庁の台湾智慧財產局(以下に「智

慧財產局」という)は、権利付与可否の審査段階において、「産業上の利用可能性」

「新規性」「進歩性」などの実体審査を行わず、登録を受けるために必要とされる

一定の要件((2)①の実用新案の手続きの箇所で説明する)を満たしているか否かのみ

を判断し、権利付与の可否を決定する。考案に「産業上の利用可能性」「新規性」

「進歩性」などの要件を満たさない事情がある場合は、登録後、審判手続きを通じ
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てその登録を取り消す方法が採用されている。 

①産業上の利用可能性又は産業上の利用性(専利法第 22 条 1 項、専利法第 120 条、専

利法第 122 条 1 項) 

特許及び実用新案登録の要件である「産業上の利用可能性」とは、産業上、製造

又は使用できることを指す。「製造又は使用できる」とは、技術特徴を有する技術

手段を産業上実施すれば、発明に係る物品を製造することができる、又は発明に係

る方法を使用することができることをいう。「産業上の利用可能性を具える」とい

う要件を満たすには、出願された発明が既に製造又は使用されていることまで要求

されず、実際に利用することができ、製造又は使用できる可能性があれば十分であ

る。ただし、理論的には実施可能な発明でも、実際には明らかに製造又は使用でき

ない場合、例えば、オゾン層の減少に伴う紫外線の増加を防ぐために、地球表面全

体を紫外線吸着プラスチックフィルムで覆う方法などは、「産業上の利用可能性を

具える」ものに該当しない。 

意匠登録の要件の「産業上の利用性」は、一般的に、大量生産できるか否かとい

うことを基準に判断を行う。大量生産できない意匠は産業上利用できないと考えら

れる。ただし、「大量生産」といっても、機械設備によるものに限らない。手作業

で作られたものであっても、それが工業生産プロセスに沿って大量に作られるもの

であれば、意匠登録の要件を満たす。 

②新規性(専利法第 22 条 1,3 項、専利法第 120 条、専利法第 122 条 1,3 項) 

A. 特許及び実用新案 

特許及び実用新案登録の要件の新規性とは、発明又は考案が、出願前(出願日を含

まない。優先権を主張する場合は、優先権日当日を含まない。)に、次のいずれかに

も該当しないことを指す。 

a. 刊行物に記載されていること、 

b. 公然実施されていること 

c. 一般の人によく知られていること 

つまり、絶対的新規性が要求される。ただし、次の場合は、例外として、必要な

手続きを行うことで、新規性を喪失した日から 6 ヶ月以内に出願することが認めら

れる。 

a. 実験のために公開されたもの、 
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b. 刊行物で発表されたもの、 

c. 政府が主催する展覧会又は政府の認可を受けた展覧会で展示されたもの、又は 

d. 出願人の意図に反して漏洩したもの 

B. 意匠 

意匠登録の要件の「新規性」とは、出願前に、次のいずれかにも該当しないこと

を指す。 

a. 同一・類似の意匠が刊行物に記載されていること 

b. 同一・類似の意匠が公然実施されていること 

c. 意匠が一般の人によく知られていること 

つまり、絶対的新規性が要求されます。ただし、次の場合は、例外として、必要

な手続きを行うことで、新規性を喪失した日から 6 ヶ月以内に出願することが認め

られる。 

a. 刊行物で発表されたもの、 

b. 政府が主催する展覧会又は政府の認可を受けた展覧会で展示されたもの、又は 

c. 出願人の意図に反して漏洩したもの 

③進歩性又は創作性(専利法第 22 条 2 項、専利法第 120 条、専利法第 120 条、専利法

第 122 条 2 項) 

発明又は考案が従来技術と差異を有するが、当該発明又は考案の全体は、当該発

明又は考案の属する技術分野における通常の知識を有する者が、出願前の従来技術

に基づいて容易に完成できるものである場合、当該発明又は考案は進歩性を具えな

いものとされる。 

意匠が属する技芸領域の通常知識を有する者が出願前の先行技芸に基づいて容易

に想到できるものは、意匠登録の要件の「創作性」を満たさないものとされる。審

査基準においては、次のものが創作性を有さないものとして例示されている。 

● 自然界に存在している物又は現象を模倣してなる意匠 

動物、植物、鉱物、虹、雲などの自然物又は現象の形状又は模様などをそのま

ま物品に表したに過ぎず、全体的なデザインは独特な視覚的な効果を生み出せな

い意匠のことをいう。 
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● 有名な著作物の模倣による意匠 

● 出願対象の意匠に属する技芸領域以外の物品の外観の転用による意匠(所謂直接転

用)。 

例えば、出願対象の意匠は車のデザインを玩具に転用し、又はコーヒーコップ

のデザインを小物入れに転用した意匠のことをいう。 

● 置換え、組合せの意匠 

● 位置、比例、数量などの変更による意匠 

● 公然知られているデザインを表してなる意匠 

 

④先願主義(専利法第 31 条、専利法第 120 条、専利法第 128 条) 

同一の発明・考案又は同一・類似の意匠につき、2 件以上の出願がある場合、最先

の出願人に権利を付与する制度を言う。しかし、優先権の主張を伴うもので、優先

権日が、先願の出願日よりも早い後願は、先願主義の例外として、権利を取得する

ことができる。 

出願日又は優先日が同日である場合は、出願人同士で協議させ、どちらを登録す

るかを決めさせる。協議が成立しない場合、又は台湾経済部智慧財産局(日本語訳：

知的財産局。日本特許庁に相当)に定められた期限内に協議の結果の報告がない場合

は、いずれの出願も登録を受けることができない。 

優先権の主張について、(2)⑦優先権主張の箇所を参照。 

⑤権利を付与できない発明、考案又は意匠(専利法第 24 条、専利法第 105 条、専利法

第 124 条) 

次のいずれかに該当するものは、特許権を付与することができない。 

● 動物、植物、及び動物や植物を生産する主に生物学的な方法。ただし、微生物学

的な生産方法はこの限りでない。 

● 人体又は動物の病気の診断、治療又は外科手術の方法。 

● 公序良俗を害するもの 

次に該当するものは、実用新案権を付与することができない。 
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● 公序良俗を害するもの。 

次のいずれかに該当するものは、意匠権を付与することができない。 

● 単に機能上不可欠な設計からなる物品造形 

● 単なる芸術的創作 

● 集積回路の回路配置及び電子回路の配置 

● 公序良俗を害するもの 

(2) 手続き 

特許権、実用新案権又は意匠権を取得するためには、智慧財産局に出願し、必要

な要件を満たしているか審査を受ける必要がある。 

① 出願主務官庁 

智慧財産局の情報は以下のとおりである。 

名称 経済部智慧財産局 

(日本語訳：知的財産局。日本特許庁に相当) 

住所 台北市大安區辛亥路二段 185 号 3 階(中央百世ビル) 

電話番号 (02) 2738-0007 

ファックス番号 (02) 2377-9875 

ホームページ http://www.tipo.gov.tw/ch/ (中国語版) 

http://www.tipo.gov.tw/en/index.aspx (英語版) 

受付時間 曜 日：月曜日～金曜日(祝日、年末年始を除く。 土曜

日が勤務日のこともまれに存在。） 

時 間：8 時 30 分～17 時 30 分  

＊昼時間(12 時 30 分～13 時 30 分) 

② 代理人 

台湾に住所又は営業所がない者は、智慧財産局への出願などの手続きについて、

台湾代理人に委任してこれを行わなければならない。また、専利法第 11 条 3 項に

よると、代理人は、法律に別段の規定がある場合を除き、専利師(日本の「弁理士」

に相当する)の資格を有する者の中から選任しなければならない。智慧財産局のホ

ームページには、専利師の名簿及び連絡先が公開されている。当該サイトにて検

索をする場合は、事務所名、専利師の名前、住所のいずれかをキーワードとして

入力する。 

http://www.tipo.gov.tw/ch/
http://www.tipo.gov.tw/en/index.aspx
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【中国語版】 

http://www.tipo.gov.tw/ch/AttomeyList.aspx?path=51 

 
※例：キーワードは「事務所名」。 

【英語版】 

http://www.tipo.gov.tw/en/AttomeyList.aspx?path=3767 

 
※例：キーワードは「専利師の名前」。 

http://www.tipo.gov.tw/ch/AttomeyList.aspx?path=51
http://www.tipo.gov.tw/en/AttomeyList.aspx?path=3767
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③ 出願の当局手数料 

特許権、実用新案権及び意匠権の取得及びその維持に係る当局手数料は、添付資

料の専利料金表(六、添付資料、添付資料一[台湾特許・実用新案・意匠登録出願 手

数料]を参照)にまとめる。主な手続きの手数料は以下に示す。 

 

手続き 手数料 

特許出願 NT$3,500 

実用新案登録出願 NT$3,000 

意匠/関連意匠登録出願 NT$3,000 

早期公開の請求 NT$1,000 

実体審査の請求(特許出

願のみ) 

審査請求料は、請求項の数及び中文明細書のページ

数によって、下記の計算に基づき計算される。 

A 中国語明細書及び図面のページ数が計 50 ページ

以下で、かつ、請求項が 10 項以下の場合は NT$7,000

を納付する。 

B 計 50 ページを超えた場合は、50 ページごとに

NT$500 を追加納付し、超えたページ数が 50 ページ

に満たない場合も NT$500 を追加納付する。かつ、

請求項が 10項を超える場合は、1項増す毎にNT$800

が追加される。 

早期審査の請求 NT$4,000 

 

④ 出願手続きの流れ 

A. 特許出願 

特許出願について出願から登録又は拒絶査定までは、以下の流れで進められる。 

 

流れ 説明 必要書類 

出願 出願人は願書、明細書、必要な図面、特許請求の

範囲及び要約書を備えて、智慧財産局に提出する。 

願書、明細書、必

要な図面、特許請

求の範囲、要約書、

委任状(台湾に住

所又は営業所がな

い出願人の場合の

み)、優先権証明書

(優先権主張の場
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合のみ)、生物材料

寄託証明書(生物

材料の発明又は生

物材料を利用する

発明の場合のみ) 

方式審査 

 

 

出願書類及び手続きが法律に合致しているか否か

の審査を行う。出願書類又は手続きに不備がある

場合は、4 ヶ月の期限を定めて、出願人(代理人の

ある場合は代理人)に補正するよう通知する。期間

延長は申請により可能であるが、補正期限を過ぎ

ても補正されない場合には、智慧財産局は当該出

願を受理しない。 

補正が必要な場

合、その関連書類 

出願公開 方式審査に通った出願で、法律に定める非公開の

事情がないものは、出願日、又は最も早い優先権

日から 18 ヵ月後に公開される。 

 

審査請求 特許出願の新規性・進歩性等の実体審査は、その

出願についての審査請求を待って行う。何人も、

出願日から 3 年以内に、智慧財産局に、特許出願

について、審査請求を行うことができる。智慧財

産局は、審査請求がされたときは、その事実を特

許公報に掲載する。 

出願審査請求書 

実体審査 

(初審査) 

審査官は、法律で定めている拒絶理由の有無につ

いて、審査を行う。次のいずれかの事由(すなわち、

拒絶理由)がある場合、その旨を出願人(代理人のあ

る場合は代理人)に通知し、一定の期間を定めて意

見書、補正書の提出機会を与える。 

●発明が、自然法則を利用した技術的思想の創作

でない場合 

●新規性、進歩性又は産業上の利用可能性を備え

ていない場合 

●特許出願された発明が、先に出願され発明の出

願後に初めて公開又は公告された特許又は実用

新案に添付された明細書又は図面に記載されて

いる内容と同じである場合 

●保護対象ではないものを特許出願する場合 

●明細書に、発明の名称、発明の説明、要約及び

特許請求の範囲が記載されていない、或いは、

発明の説明における開示が明確かつ十分でない

拒絶理由を解消す

るための意見書、

補正書 
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ため、該発明が属する技術分野の通常知識を有

する者がその内容を理解しかつそれに基づいて

実施することができない場合 

●同一の発明について 2 件以上の特許出願があり、

後から出願したもの、或いは、出願日、優先権

日が同日で協議が成立しなかった場合 

●1 つの発明ごとに出願を提出しなかった場合(単

一性を有しない出願の場合) 

●補正が出願時の明細書、特許請求の範囲又は図

面に開示されている範囲を超える場合 

●同一人が同一の創作につき、同日にそれぞれ特

許又は実用新案登録を出願し、その登録査定前

に、既に実用新案権を取得しており、智慧財産

局が定めた期限が満了してもいずれか 1 つの出

願を選択しなかった場合 

●分割後の出願は、原出願の出願時の明細書、特

許請求の範囲又は図面に開示されている範囲を

超える場合 

●外国語出願においては、中国語翻訳文又はその

誤訳の訂正は、出願時の外国語書面に開示され

ている範囲を超える場合 

●変更出願が出願時の明細書、特許請求の範囲又

は図面に開示されている範囲を超える場合 

査定 智慧財産局は、出願について審査した後、拒絶査

定又は登録査定を行う。 

 

再審査 出願人は、拒絶の査定に不服がある場合、査定書

送達の日から 2 ヶ月以内に理由書を備えて再審査

(実体審査)を請求することができる。再審査請求が

あった場合、智慧財産局は、原審査に参与しなか

った特許審査官を指定して審査に当たらせる。審

査官は、拒絶理由の有無について再審査を行い、

拒絶理由があると認めた場合、出願人に意見書、

補正書の提出機会を与える。 

拒絶理由が解消されない場合、再審査拒絶査定を

行う。 

再審査理由書 

 

拒絶理由を解消す

るための意見書、

補正書、関連資料 

 

訴願又は

行政訴訟 

出願人は、再審査拒絶査定に不服がある場合、経

済部訴願審議委員会に訴願を提起することができ

る。訴願決定に不服する場合、更に、智慧財産法

訴願理由書、訴状 
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院で行政訴訟を行うことも可能。 

公告、特

許証書の

交付 

許可査定を受けた発明で、査定書送達後 3 ヶ月以

内に証書料及び 1年目の年金が納付されたものは、

公告と同時に、証書が交付される。期間が満了し

ても前記費用を納付しなかった場合、公告を行わ

ず、その特許権は最初から存在しなかったものと

される。特許権は、公告の日から生じる。 

 

登録   

無効審判 特許に無効事由(専利法第 71 条)がある場合、何人

も証拠を提出して無効審判を請求することができ

る。 

審判請求書及び証

拠資料 

特許出願の審査手順については、次頁の「特許出願から権利取得までのフロー

チャート」を参照されたい。 
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特許出願から権利取得までのフローチャート 

(2013 年 1 月現在) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(注)智慧財産法院 

(日本語訳：知財高等裁判所) 

 

出願 

方式審査 

公開前審査 

(公開できない事情はあるか) 

補正指令 

補正書提出 

初審実体審査 

公開 

審査請求 

(出願日から 3 年以内) 

非公開 

審査意見通知 

応答書/補正書の提出 

初審査拒絶査定 

拒絶理由が解

消された場合 

特許査定 

拒絶理由が解消

されない場合 

再審査実体審査 

応答書/補正書の提出 

補正なし 

受理しない 

拒絶理由が解消さ

れない場合 

再審査拒絶査定 

最初から 

存在しない 

訴願 

行政訴訟 第一審 

(智慧財産法院) 

 

拒絶理由が解

消された場合 

証書料及び

特許料納付 

行政訴訟 上訴審 

(最高行政裁判所) 

 

30 日以内 

査定書を受けて

から 30 日以内 

却下後 2 ヶ月以内 

却下後 20 日以内 

公告登録 

不納付 

納付 

無効審判請求

が提起される 

無効審判請求書の副本を 

特許権者に送達する 

特許権者の答弁 

特許無効審決 

特許維持審決 

再審査意見通知 

再審査請求 
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B. 実用新案登録出願 

実用新案については、近年、各分野の科学技術及び製品のライフサイクルがま

すます短縮化する傾向にあり、こうした情況に対応するため、台湾では、２００

４年から実用新案の実体審査制度を廃止して、形式審査のみによる登録制度を採

用するようになった。すなわち、権利付与可否の審査段階において、実用新案登

録出願に係る考案について、「産業上の利用可能性」「新規性」「進歩性」など

の実体審査を行わず、実用新案登録出願に以下の「基礎的な要件の審査」に示す

事情があるか否かのみを審査する。 

実用新案登録出願について出願から登録又は拒絶査定までは、以下の流れで進

められる。 

 

流れ 説明 必要書類 

出願 

 

 

出願人は願書、明細書、図面、実用新案登録請求

の範囲及び要約書を備えて、智慧財産局に提出す

る。 

願書、明細書、図

面、実用新案登録

請求の範囲、要約

書、委任状(台湾に

住所又は営業所が

ない出願人の場合

のみ)、優先権証明

書(優先権主張の

場合のみ) 

方式審査 

 

 

出願書類及び手続きが法律に合致しているか否

かの審査を行う。出願書類又は手続きに不備があ

る場合は、4 ヶ月の期限を定めて、出願人(代理人

のある場合は代理人)に補正するよう通知する。申

請により、期間延長は可能であるが、補正期限を

過ぎても補正されない場合には、智慧財産局は当

該出願を受理しない。 

補正が必要な場

合：関連書類 

 

期間延長申請の場

合：期間延長申請

書 

基礎的な

要件の 

審査 

審査官は、法律で定めている拒絶理由の有無につ

いて、審査を行う。次のいずれかの事由(すなわち、

拒絶理由)がある場合、その旨を出願人(代理人の

ある場合は代理人)に通知し、一定の期間を定めて

意見書又は補正書の提出機会を与える。 

●実用新案登録出願に係る考案が、物品の形状、

構造又は組合せに係るものでない場合 

●実用新案登録出願に係る考案が、公序善俗を害

するものである場合 

意見書、補正書 
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●明細書、実用新案登録請求の範囲、要約書又は

図面の記載方式が、台湾専利法施行規則に違反す

る場合 

●1 つの考案ごとに実用新案登録出願をしていな

い場合(単一性を有しない場合) 

●明細書、実用新案登録請求の範囲又は図面に

は、必要と認める事項が記載されておらず、又は

その記載が不明確である場合 

●補正が、出願時の明細書、実用新案登録請求の

範囲又は図面に記載する範囲を超える場合 

査定 智慧財産局は、出願について審査した後、拒絶査

定又は登録査定を行う。 

 

訴願又は

行政訴訟 

出願人は、拒絶査定に不服がある場合、経済部訴

願審議委員会に訴願を提起することができる。訴

願決定に不服がある場合、更に、智慧財産法院で

行政訴訟を行うことも可能。 

訴願理由書、訴状 

公告、実

用新案登

録証書の

交付 

登録査定を受けた考案で、査定書送達後 3 ヶ月以

内に証書料及び 1 年目の年金が納付されたもの

は、公告と同時に、証書が交付される。期間が満

了しても前記費用を納付しなかった場合、公告を

行わず、その実用新案権は最初から存在しなかっ

たものとされる。実用新案権は、公告の日から生

じる。 

 

登録   

無効審判 実用新案に無効事由(専利法第 119 条)がある場

合、何人も証拠を提出して無効審判を請求するこ

とができる。 

審判請求書及び証

拠資料 

実用新案登録出願の審査手順については、次頁の「実用新案登録出願から権利

取得までのフローチャート」を参照されたい。 
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実用新案登録出願から権利取得までのフローチャート 

(2013 年 1 月現在) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補正書提出 

出願 

方式審査 

受理しない 

補正指令 基礎的要件の審査 

補正なし 

実用新案登

録許可査定 

事情の通知及び応答書

又は補正書の提出要求 

応答書/補正書の提出 

基礎的要件を

満たす場合 

証書料及び

特許料納付 

最初から

存在しな

い 

公告登録 

不納付 納付 

無効審判請求

が提起される 

訴願 

拒絶査定 

30 日以内 

査定書を受けて

から 30 日以内 

無効審判請求書の副本を

実用新案権者に送達する 

実用新案権者の答弁 

登録無効審決 

登録維持審決 

行政訴訟 第一審 

(智慧財産法院) 

 

行政訴訟 上訴審 

(最高行政裁判所) 

 

却下後 2 ヶ月以内 

却下後 20 日以内 

実用新案技術報

告書作成の請求 

(注)智慧財産法院 

(日本語訳：知財高等裁判所) 
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C. 意匠登録出願 

意匠登録出願について出願から登録又は拒絶査定までは、以下の流れで進められ

る。 

 

流れ 説明 必要書類 

出願 

 

出願人は願書、意匠説明書及び図面を備えて、 

智慧財産局に提出する。 

願書、 

意匠説明書（この説

明書には、①設計の

名称、②物品の用

途、③設計の説明 

を記載することが

求められるが、②及

び③の内容が、①及

び図面に表現され

且つ表現内容が明

瞭になっている場

合には、記載しなく

てもよいと施行規

則に記載されてい

る。）、 

図面 

方式審査 

 

 

出願書類及び手続きが法律に合致しているかど

うかの審査を行う。出願書類又は手続きに不備が

ある場合、4 ヶ月の期限を定めて、出願人(代理人

のある場合は代理人)に補正するよう通知する。

期間延長は、申請により可能であるが、補正期限

を過ぎても補正されない場合には、智慧財産局は

当該出願を受理しない。 

補正が必要な場

合：関連書類 

 

期間延長申請の場

合：期間延長申請書 

実体審査 

 

審査官は、法律で定めている拒絶理由の有無につ

いて、審査を行う。次のいずれかの事由(すなわ

ち拒絶理由)がある場合、その旨を出願人(代理人

のある場合は代理人)に通知し、一定の期間を定

めて意見書又は補正書の提出機会を与える。 

●意匠が視覚に訴える形状、模様、色彩又はこれ

らの結合ではない場合 

●新規性、進歩性又は産業上の利用性を備えてい

ない場合 

拒絶理由を解消す

るための意見書、補

正書、関連資料 
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●意匠登録を出願した意匠が、その出願より先に

出願され、かつその出願後初めて公告された意匠

登録出願に添付されている意匠説明書又は図面

の内容と同一又は類似である場合 

●保護対象ではないものを意匠登録出願する場

合 

●意匠説明書に、意匠に関わる物品の名称、意匠

の説明、図面の説明及び図面が記載されていな

い、或いは、意匠説明書及び図面における開示が

明確かつ十分でないため、該意匠が属する技芸分

野の通常知識を有する者がその内容を理解し、そ

れに基づいて実施することができない場合 

●関連意匠の出願日が、原意匠の出願日より早い

場合 

●関連意匠の出願を原意匠登録の公告後に行う

場合 

●原意匠と類似せず、他の関連意匠とのみ類似す

る意匠を関連意匠として出願する場合 

●同一又は類似の意匠について 2件以上の意匠登

録出願があり、後から出願した場合、或いは、出

願日、優先権日が同日で協議が成立しなかった場

合 

●1 つの意匠ごとに出願を提出しなかった場合 

(単一性を有しない場合) 

●組物意匠に関わる 2 以上の物品が、同一の類別

に属しなかった、又は習慣上、組物として販売又

は使用しなかった場合 

●出願変更後の意匠又は関連意匠が、原出願時の

意匠説明書又は図面に開示されている範囲を超

える場合 

●特許出願又は実用新案登録出願から意匠登録

出願への変更において、変更後の出願が、原出願

時の明細書、請求の範囲又は図面に開示されてい

る範囲を超える場合 

●外国語出願において、中国語翻訳文及び該翻訳

文の誤訳の訂正が、出願時の外国語書面に開示さ

れている範囲を超える場合 

●分割後の出願は、原出願時の意匠説明書又は図
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面に開示されている範囲を超える場合 

●補正が、出願時の意匠説明書又は図面に開示さ

れている範囲を超える場合 

査定 智慧財産局は、出願について審査した後、拒絶査

定又は登録査定を行う。 

 

再審査 出願人は、拒絶の査定に不服がある場合、査定

書送達の日から 2 ヶ月以内に理由書を備えて再

審査(実体審査)を請求することができる。再審査

請求があった場合、智慧財産局は、原審査に参

与しなかった特許審査官を指定して審査に当た

らせる。審査官は、拒絶理由の有無について再

審査を行い、拒絶理由があると認めた場合、出

願人に意見書、補正書の提出機会を与える。 

拒絶理由が解消されない場合、再審査拒絶査定を

行う。 

再審査理由書 

 

拒絶理由を解消す

るための意見書、

補正書、関連資料 

 

訴願又は

行政訴訟 

出願人は、再審査拒絶査定に不服がある場合、経

済部訴願審議委員会に訴願を提起することがで

きる。訴願決定に不服がある場合、更に、智慧財

産法院で行政訴訟を行うことも可能。 

訴願理由書、訴状 

公告、意

匠登録証

書の交付 

許可査定を受けた意匠で、査定書送達後 3 ヶ月以

内に証書料及び 1 年目の年金が納付されたもの

は、公告と同時に、証書が交付される。期間が満

了しても前記費用を納付しなかった場合、公告を

行わず、その意匠権は最初から存在しなかったも

のとされる。意匠権は、公告の日から生じる。 

 

登録   

無効 

審判 

意匠に無効事由(専利法第 141 条)がある場合、何

人も証拠を提出して無効審判を請求することが

できる。 

審判請求書及び証

拠資料 

意匠登録出願の審査手順については、次頁の「意匠登録出願から権利取得まで

のフローチャート」を参照されたい。 
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意匠登録出願から権利取得までのフローチャート 

(2013 年 1 月現在) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

4 ヶ月以内提出 

期間延長可(2 ヶ月) 

出願 

方式審査 

初審実体審査 補正指令 

受理しない 

補正なし 

審査意見通知 補正書提出 

応答書/補正書の提出 初審査拒絶査定 

拒絶理由が解

消された場合 

登録査定 

再審査請求 

再審査実体審査 

再審査意見通知 

応答書/補正書の提出 

再審査拒絶査定 

訴願 

証書料及び

特許料納付 

最初から 

存在しない 
公告登録 

納付 不納付 

無効審判請求

が提起される 

無効審判請求書の副本を 

意匠権者に送達する 

意匠権者の答弁 

登録無効審決 

登録維持審決 

行政訴訟 第一審 

(智慧財産法院) 

 

行政訴訟 上訴審 

(最高行政裁判所) 

 

30 日以内 

却下後 2 ヶ月以内 

却下後 20 日以内 

査定書を受けて

から 30 日以内 

3 ヶ月間以内、 

期間延長可 

  

拒絶理由が解

消された場合 

(注)智慧財産法院 

(日本語訳：知財高等裁判所) 
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⑤ 書面出願及び電子出願 

専利法により、出願及びその他の手続は電子方式で行うことが出来、智慧財産局

への出願などの手続は、パソコンからオンラインで行う方法(電子出願)と書面で行

う方法がある。ただし、台湾に住所又は営業所がない者は、智慧財産局への出願な

どの手続きについて、台湾代理人に委任してこれを行わなければならないので、直

接会社のパソコンなどから電子出願を行うことはできない。 

智慧財産局では、電子出願に必要なインターネット出願ソフトを提供しており、

その詳細は、智慧財産局の下記のホームページに掲載されている。

(http://www.tipo.gov.tw/ch/AllInOne_Show.aspx?path=3818&guid=2fdc0ec7-fd02-4746-b9

b7-c0a827386db8&lang=zh-tw) 

⑥ 必要書類 

A. 特許を受けようとする者は、以下の書類及び資料を提出する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

優先権の証明書 

 
委任状 

図面 

 
要約書 

 請求の範囲 

 
明細書 

願書 

 

基礎出願の出願日から 16 ヶ月

以内に提出。 

 

図番号及び符号を注記したうえ

で、図番号の順序に従って序列。 

250 字以内。解決予定の課題、課題

解決ための技術手段及び主要な用

途を記載。 

発明の内容に合わせ、独立項、

従属項で表示。 

発明の名称、技術分野、先行技術、発明の内容、

図面の簡単な説明、実施方法、符号の説明を含む。 

発明の名称、発明者・出願人・代理人の情報、 

優先権主張など。 

記名、捺印で可、公証・認証は

不要。 

 

http://www.tipo.gov.tw/ch/AllInOne_Show.aspx?path=3818&guid=2fdc0ec7-fd02-4746-b9b7-c0a827386db8&lang=zh-tw
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書類及び資料 対象 説明 

願書、明細書、特許

請求の範囲、要約及

び必要な図面 

すべての出願 外国語出願において、明細書、特許

請求の範囲、要約及び必要な図面に

ついては、出願日を取得するために、

出願の際に、外国語の書類を二部提

出する必要がある。中文に翻訳した

明細書等は、出願時でなく、智慧財

産局が指定する期間内に提出するこ

とが求められる。また、外国語の種

類は日本語、英文、アラビア語、フ

ランス語、ドイツ語、韓国語、ポル

トガル語、スペイン語、ロシア語の 9

種に限定されている。 

出願人の氏名又は

名称、国籍、住所 

すべての出願 願書には出願人の氏名又は名称、住

所などを中国語繁体字で表記しなけ

ればならない。中国語の社名につい

ては、出願手続上の便宜を図るため

付けられるもので、特許登録によっ

てその社名等の中国語表記に権利を

付与するものでなく、また会社名の

登録がなくても使え、権利にも影響

を与えることはない。ただし、同じ

出願人又は権利者であるのに、異な

る中国語表記を使う場合、違う会社

であると見なされる可能性があるの

で、同一の出願人について、同一の

中国語表記を使うことは望ましい。 

発明者の氏名、国籍 すべての出願 発明者名の漢字表記は出願時に申告

しなければならならないが、出願時

に発明者名の漢字表記が不明な場合

は、仮の漢字表記で出願を提出し、

出願後に訂正を請求することができ

る。 

旧法では、発明者による譲渡証書の

提出も要求されたが、現行法では、

その提出が不要となる。 

委任状 台湾に住所又は

営業所がない者

所定の書式はなく、日本語のもので

も英語のものでも認められるが、そ
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によるすべての

出願 

の中訳を併せて提出しなければなら

ない。包括委任状の代わりに、個別

委任状をもって出願することも可能

であるが、出願 1 件ごとに提出しな

ければならない。公証・認証は不要

です。(六、添付資料、添付資料二、

委任状のフォームを参照) 

優先権主張の基礎

となる外国出願の

出願日、出願国及び

出願番号(優先権の

証明書) 

優先権主張を伴

った出願のみ 

出願の際に、優先権を主張場合に提

出することが求められる(回復措置あ

り)。証明書の提出は、基礎出願の出

願日(基礎出願が複数の場合は最初の

優先日)から 16 ヶ月以内に行うこと

が求められる。 

寄託機関の機関名、

寄託日、寄託番号(寄

託証明書) 

生物材料の発明

又は生物材料を

利用する発明の

場合のみ 

寄託については、以下の二つのルー

トがある。 

●出願日までに智慧財産局指定の寄

託機関において既に寄託を済ませ

ている。 

●台湾国内寄託手続きをまだ行なっ

ていないものの、台湾出願前に、

台湾智慧財産局が認可した外国寄

託機関において既に寄託を済ませ

ている。 

(現時点で、日本の寄託機関は認

可されていない。) 

寄託証明書の提出は、出願日から 4

ヶ月以内に提出することが求められ

る。優先権主張がある場合には、提

出期限が「最初の優先権日から 16 か

月以内」となる。 

新規性喪失となる

事実及びその事実

の発生日 

新規性の喪失の

例外を主張する

場合のみ 

次のいずれかの場合は新規性を喪失

した日から 6 ヶ月以内に出願するこ

とが認められる。 

●実験のために公開されたもの 

●刊行物で発表されたもの 

●政府が主催する展覧会又は政府の

認可を受けた展覧会で展示された

もの 
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●出願人の意図に反して漏洩したも

の 

 

 

B. 実用新案登録を受けようとする者は、以下の書類及び資料を提出する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

書類及び資料 対象 説明 

願書、明細書、実用

新案登録請求の範

囲、要約及び図面 

すべての出願 外国語出願において、明細書、実用新

案登録請求の範囲、要約及び図面につ

いては、出願日を取得するために、出

願の際に、外国語のものを二部提出す

る必要がある。中文に翻訳した明細書

などは、出願時でなく、智慧財産局が

指定する期間内に提出することが求め

られる。また、外国語の種類は日本語

英文、アラビア語、フランス語、ドイ

ツ語、韓国語、ポルトガル語、スペイ

優先権の証明書 

 
委任状 

図面 

 
要約書 

請求の範囲 

 
明細書 

願書 

 

考案の内容に合わせ、独立項、従属項で表示。 

考案の名称、技術分野、先行技術、考案の内容、

図面の簡単な説明、実施方法、符号の説明を含む。 

実用新案の名称、考案者・出願人・代理人の情報、 

優先権主張など。 

図番号及び符号を注記したうえ

で、図番号の順序に従って序列。 

250 字以内。解決予定の課題、課題解

決ための技術手段及び主要な用途を

記載。 

記名、捺印で可、公証・認証は

不要。 

基礎出願の出願日から 16 ヶ月

以内に提出。 
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ン語、ロシア語の 9 種に限定されてい

る。 

出願人の氏名又は

名称、国籍、住所 

すべての出願 願書には出願人の氏名又は名称、住所

などを中国語繁体字で表記しなければ

ならない。中国語の社名については、

出願手続上の便宜を図るため付けられ

るもので、実新案登録によってその社

名等の中国語表記に権利を付与するも

のでなく、また会社名の登録がなくて

も使え、権利にも影響を与えることは

ない。ただし、同じ出願人又は権利者

であるのに、異なる中国語表記を使う

場合、違う会社であると見なされる可

能性があるので、同一の出願人につい

て、同一の中国語表記を使うことは望

ましい。 

考案者の氏名、国籍 すべての出願 考案者名の漢字表記は出願時に申告し

なければならならないが、出願時に考

案者名の漢字表記が不明な場合は、仮

の漢字表記で出願を提出し、出願後に

訂正を請求することができる。 

旧法では、考案者による譲渡証書の提

出も要求されたが、現行法では、その

提出が不要となる。 

委任状 台湾に住所又は

営業所がない者

によるすべての

出願 

所定の書式はなく、日本語のものでも

英語のものでも認められるが、その中

訳を併せて提出しなければならない。

包括委任状の代わりに、個別委任状を

もって出願することも可能であるが、

出願 1 件ごとに提出しなければならな

い。公証・認証は不要です。(六、添付

資料、添付資料二、委任状のフォーム

を参照) 

優先権主張の基礎

となる外国出願の

出願日、出願国及び

出願番号(優先権の

証明書) 

優先権主張を伴

った出願のみ 

出願の際に、優先権を主張する場合に、

提出することが求められる(回復措置

あり)。証明書の提出は、基礎出願の出

願日(基礎出願が複数の場合は最初の

優先日)から 16 ヶ月以内に行うことが
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求められる。 

新規性喪失となる

事実及びその事実

の発生日 

新規性の喪失の

例外を主張する

場合のみ 

次のいずれかの場合は新規性を喪失し

た日から 6 ヶ月以内に出願することが

認められる。 

●実験のために公開されたもの 

●刊行物で発表されたもの 

●政府が主催する展覧会又は政府の認

可を受けた展覧会で展示されたもの 

●出願人の意図に反して漏洩したもの 

 

C. 意匠登録を受けようとする者は、以下の書類及び資料を提出する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

書類及び資料 対象 説明 

願書、意匠説明書及

び図面 

すべての出願 意匠説明書には、「意匠の名称」「意

匠に係る物品の用途」及び「意匠の

説明」を記載する必要がある。「意

匠の名称」については、意匠に係る

物品を明確に指定し、関係のない文

字を付けてはならない。 

意匠の説明とは、意匠の形状、模様、

色彩又はこれらの結合などを補足的

優先権の証明書 

 
委任状 

図面 

 
意匠説明書 

 
願書 

 

 

基礎出願の出願日から 10ヶ

月以内に提出。 

意匠の名称、意匠に係る物品の用途、意匠の

の説明を記載。 

意匠の名称、創作者・出願人・代理人の情報、

優先権主張など。(関連意匠登録出願の場合、

本意匠の登録出願番号の記入も必要) 

 

意匠の外観を十分に開示できる図面

(斜視図、六面図、ユニット図又はそ

の補助図) 

記名、捺印で可、公証・認証は不要。 
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に説明するための記述を指す。以下

のいずれかの事情がある場合、その

旨説明しなければならない。 

a. 図面が開示する内容に意匠を主張

しない部分が含まれている。 

b. 物品に応用するためのコンピュー

ターアイコン(icons)及び図形化利用

者インターフェイス(GUI)に連続的

な動態変化がある場合、変化の順序

を説明しなければならない。 

c. 各図面同士が同一、対称であるた

め又はその他の事由により図面を省

略する場合。 

意匠の図面は、主張する意匠の外観

を十分に開示することのできる図を

備えなければならない。意匠が立体

である場合は斜視図を、意匠が連続

した平面である場合はユニット図を

含まなければならない。図面は、斜

視図、正面図、背面図、左側面図、

右側面図、俯瞰図、底面図、平面図、

ユニット図又はその他補助図とする

ことができる。また、斜視図又は意

匠を最もよく表現することができる

図面を代表図として指定する必要が

ある。 

出願人の氏名又は

名称、国籍、住所 

すべての出願 願書には出願人の氏名又は名称、住

所などを中国語繁体字で表記しなけ

ればならない。中国語の社名につい

ては、出願手続上の便宜を図るため

付けられるもので、実新案登録によ

ってその社名等の中国語表記に権利

を付与するものでなく、また会社名

の登録がなくても使え、権利にも影

響を与えることはない。ただし、同

じ出願人又は権利者であるのに、異

なる中国語表記を使う場合、違う会

社であると見なされる可能性がある
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ので、同一の出願人について、同一

の中国語表記を使うことは望まし

い。 

創作者の氏名、国籍 すべての出願 創作者名の漢字表記は出願時に申告

しなければならならないが、出願時

に創作者名の漢字表記が不明な場合

は、仮の漢字表記で出願を提出し、

出願後に訂正を請求することができ

る。 

旧法では、創作者による譲渡証書の

提出も要求されたが、現行法では、

その提出が不要となる。 

委任状 台湾に住所又は

営業所がない者

によるすべての

出願 

所定の書式はなく、日本語のもので

も英語のものでも認められるが、そ

の中訳を併せて提出しなければなら

ない。包括委任状の代わりに、個別

委任状をもって出願することも可能

であるが、出願 1 件ごとに提出しな

ければならない。公証・認証は不要

です。(六、添付資料、添付資料二、

委任状のフォームを参照) 

優先権主張の基礎

となる外国出願の

出願日、出願国及び

出願番号(優先権の

証明書) 

優先権主張を伴

った出願のみ 

出願の際に、優先権を主張する場合

に、提出することが求められる(回復

措置あり)。証明書の提出は、基礎出

願の出願日(基礎出願が複数の場合は

最初の優先日)から 10 ヶ月以内に行

うことが求められる。 

新規性喪失となる

事実及びその事実

の発生日 

新規性の喪失の

例外を主張する

場合のみ 

次のいずれかの場合は新規性を喪失

した日から 6 ヶ月以内に出願するこ

とが認められる。 

●刊行物で発表されたもの 

●政府が主催する展覧会又は政府の

認可を受けた展覧会で展示された

もの 

●出願人の意図に反して漏洩したも

の 
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⑦ 優先権主張 

出願人が、同一の発明について、WTO 加盟国又は台湾と相互に優先権を承認する

国において、最初に特許出願、実用新案登録出願又は意匠登録出願をし、その後台

湾で出願する場合、優先権を主張することができる。優先権を主張することができ

る期間は、特許、実用新案の場合は基礎出願の出願日(基本出願が複数の場合は最初

の優先日)から起算して 1 年、意匠の場合は 6 ヶ月である。優先権を主張しようとす

る出願人は、優先権主張の基礎となる外国出願の出願日、出願国及び出願番号を願

書に記載した上で優先権を主張し、基礎出願の出願日(基礎出願が複数の場合は最初

の優先日)から 1 年 4 ヶ月以内(意匠の場合は 10 ヶ月以内)に優先権の証明書を提出し

なければならない。PCT 出願又は EPO 出願に基づいて優先権を主張することも可能

である上、台湾と中国は、2010 年 6 月 29 日に「知的財産権保護協力協定」を締結し

たことから、2010 年 11 月 22 日から互いに優先権主張を受理することができるよう

になった。 

また、優先権主張ができるもので、故意なく出願時に優先権を主張しなかった出

願について、優先権主張の回復を請求することができる。ただし、当該回復請求は、

最初の優先権日から 16か月以内(意匠登録出願の場合は 10か月)に行わなければなら

ない。また、2012 年 12 月 31 日以前に出願したもので、まだ査定又は処分を受けて

いない出願は、2013 年 1 月 1 日以降も優先権主張の回復を請求することができる。

ただし、請求時点が最初の優先権日から 16 か月(意匠登録出願の場合は 10 か月)を越

えていないことが要件とされる。 

【優先権主張の出願期限・優先権証明書の提出期限・優先権主張の回復請求期限】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(注)A：意匠登録出願の「優先権証明書の提出期限」及び「優先権主張の回復請

求期限」 

B：特許出願、実用新案登録出願の「優先権証明書の提出期限」及び「優先

権主張の回復請求期限」 

 

6ヶ月         10ヶ月        1年      1年4ヶ月 

 

 

 

基礎出願の出願日 

6 ヶ月 

意匠登録出願 特許出願 

実用新案登録出願 

日本 

台湾 

 

 

A B 
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【優先権主張の有資格者】 

 

                   

                  

WTO 加盟国    互恵国    WTO 加盟国又は互恵国の領域内に 

住所又は営業所あり 

 

 

 

 

優先権を主張できる者となる 

(専利法第 28 条第 1 項、3 項、第 119 条、第 142 条) 

 

⑧ 特殊な出願 

A. 分割出願 

特許、実新案登録又は意匠登録を出願した発明、考案又は意匠が、実質上 2 件以

上の発明、考案又は意匠である場合、智慧財産局の通知又は出願人の請求により、

出願を分割することができる。分割出願は、下表に示す時間内に行わなければなら

ない。優先権主張に伴う出願について、優先権主張の効果が引き続き認められる。 

 

出願の種類 分割出願可能な時期 

特許出願 原出願の再審査の査定前又は原出願の初審査査定書(特

許査定書)送達後 30 日以内 

実用新案登録出願 原出願の査定前 

意匠登録出願 原出願の再審査の査定前 

B. 出願変更 

出願の変更は、他の種類の知的財産権への変更と、同種類への変更とに分類する

ことができる。以下の図表をもって変更可能な態様及び時期的制限を説明する。出

願の種類が変更された場合、原出願の出願日をその変更後の出願日とする。 

a. 変更可能な態様 
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出願の種類 他の種類への変更 同種類への変更 

特許出願 

(以下、本表及び下表で

は「特許」と略称) 

特許￫実用新案 

特許￫意匠 

 

実用新案登録出願 

(以下、本表及び下表で

は「実用新案」と略称) 

実用新案￫特許 

実用新案￫意匠 

 

意匠登録出願 

(以下、本表及び下表で

は「意匠」と略称) 

意匠￫実用新案 本意匠￩￫関連意匠 

 

b. 時期的制限 

 

変更の種類 変更不能な時期 

(いずれか一つに該当する場合、変更不能となる) 

特許￫実用新案 

意匠￫実用新案 

 

 

1.原出願について、許可をすべき旨の査定書又は処

分書が送達された後。 

2.原出願について、拒絶をすべき旨の査定書が送達

されてから 2 ヶ月が過ぎている。 

実用新案￫特許 1.原出願について、許可をすべき旨の査定書又は処

分書が送達された後。 

2.原出願について、拒絶をすべき旨の処分書が送達

されてから 30 日が過ぎている。 

特許￫意匠 

 

1.原出願について、許可をすべき旨の査定書又は処

分書が送達された後。 

2. 原出願について、拒絶をすべき旨の査定書が送

達されてから2 ヶ月が経過している。 

実用新案￫意匠 1.原出願について、許可をすべき旨の査定書又は処

分書が送達された後。 

2. 原出願について、拒絶をすべき旨の処分書が送

達されてから30 日が経過している。 

本意匠￩￫関連意匠 1. 原出願について、許可をすべき旨の査定書又は

処分書が送達された後。 

2. 原出願について、拒絶をすべき旨の査定書が送

達されてから2 ヶ月が経過している。 
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c. 二重出願 

同じ技術内容で同時に実用新案登録及び特許を出願するものを「二重出願」とい

う。現行法によれば、出願人は同一の技術内容に対し、同日に特許出願及び実用新

案登録出願を行うことができるが、権利を重複して付与しないという原則(「二重権

利の付与」の禁止)が維持されている。実用新案登録には方式審査が採用されており、

特許よりも比較的早く実用新案権を取得することができるが、特許出願の実体審査

を経て、特許査定が通知される場合、智慧財産局は、実用新案権と特許権のいずれ

か一方を選択するよう出願人に通知し、期限が満了しても選択されなかった場合、

智慧財産局は、当該特許出願について拒絶査定を行う。これにより、「二重権利の

付与」を禁止する。 

上記「選択の通知」を受けた出願人が既に発生した実用新案権を選択した場合、

当然、智慧財産局は特許出願について拒絶査定を行う。一方、出願人が特許権を選

択した場合は、既に発生した実用新案権は、現行法第 32 条 2 項に基づき、最初から

存在しなかったものとみなされる。これにより、「二重権利の付与」を禁止する。 

特許出願が特許査定される前に、当該実用新案権が既に当然消滅している場合(特

許料の未納付により自ら放棄した場合など)、又は取消しが確定している場合、当該

実用新案に開示されている技術は、既に公衆が自由に運用できる技術となったため、

現行法第 32 条第 3 項では、特許権は付与しないと規定されている。 

 

特許及び実用新案登録出願を行う 

(同日) 

実用新案が方式審査で先に登録 

(実用新案権存続中、特許査定すべきもの) 

智慧財産局から権利選択の通知 

実用新案権が既に消滅 

又は取り下げ 

特許出願 

拒絶査定 

特許権を選択 実用新案権を選択 

 
選択しない 

実用新案権は 

最初からなかった 
特許出願 

拒絶査定 

 

特許出願 

拒絶査定 

 

二 重 権 利 の 付 与 禁 止  
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⑨ 出願補正の手続き 

方式審査時に、出願書類又は手続きに不備がある場合、4 ヶ月の期限を定めて、

関連書類又は手続きを補正するよう出願人(代理人)に通知する。この期間の延長は

申請により可能であるが、補正期限を過ぎても補正されない場合には、智慧財産

局は当該出願を受理しない。 

⑩ 出願公開 

特許出願のみに存在している手続きである。方式審査に通った出願で、下記の事

情のいずれにも該当しないものは、出願日又は最も早い優先権日から 18 ヵ月後に公

開される。なお、出願人の請求により、出願を早期に公開することが可能。 

●出願日から 15 ヶ月以内に取り下げられた場合 

●国防上の機密又はその他の国家安全に関わる機密に及ぶ場合 

●公序良俗を害する場合 

⑪ 実体審査の請求 

特許出願のみに存在している手続きである。意匠登録出願は、智慧財産局が方式

審査を終えた後、請求を待たず、直ちに実体審査に入る。また、実用新案について

は、形式審査制度の採用に伴い、「産業上の利用可能性」「新規性」「進歩性」な

どの実体審査は行われない。(詳細は上記一（一）(2)④B の実用新案の手続きにある

基礎的な要件の審査の箇所をご参照)。以下に、特許出願に関する実体審査の請求を

説明する。 

特許出願は、実体審査の請求により、実体審査が開始する。一定の期間内に実体

審査の請求がなかった特許出願は取り下げられたものと見なされる。請求の資格は

出願人に限らず、何人も特許出願日から 3 年以内に、審査請求料を納付した上で、

智慧財産局に対し、実体審査の請求をすることができる。また、請求可能な期間に

ついては、原則として特許出願日から 3 年以内であるが、実質上 2 件以上の発明の

分割出願又は実用新案の出願から特許出願への出願変更を行う場合、実体審査請求

可能な期間を過ぎていれば、分割出願又は出願変更を行った日から 30 日以内に、智

慧財産局に実体審査を請求することができる。 

⑫ 実体審査 

「実体審査」とは、出願が「産業上の利用可能性」(意匠は「産業上の利用性」)、

「新規性」、「進歩性」(意匠は「創作性」)、同一の発明又は同一・類似の意匠の有

無、及び権利を付与できない発明又は意匠に該当するか否かなどについて審査を行
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うことを指す。これらの要件の説明は上記「一（一）1.(1)保護を受けるための要件」

の箇所をご参照ください。また、実用新案については、権利付与可否の審査段階に

おいて、実体審査を行わず、実用新案登録出願に「基礎的な要件の審査」に示す事

情があるか否かのみを審査する。「基礎的な要件」の説明は上記一（一）1.(2)④B

の箇所をご参照ください。 

A. 拒絶理由がある 

a. 拒絶理由の通知 

審査官は、専利法に定められる拒絶理由を発見した場合、この拒絶理由を出願人(又

は代理人)に通知し、3 ヶ月間の期間を定めて意見書を提出する機会を与える。 

b. 拒絶理由の対応 

拒絶理由に承服できない場合には、指定期間内に意見書又は補正書を提出すること

ができる。応答期間は、外国語出願の場合、通常 3 ヶ月で、申請すれば 3 ヶ月の延長

が可能である。 

c. 拒絶理由解消/解消せず 

意見書又は補正書の提出により、拒絶理由が解消された場合は、登録査定され、解

消されない場合は、拒絶査定を下される。 

出願人は、拒絶査定に不服がある場合、査定書送達の日から 2 ヶ月以内に理由書を

備えて再審査(実体審査)を請求することができる。再審査請求があった場合、智慧財

産局は、原審査に参与しなかった特許審査官を指定して審査に当たらせる。審査官は、

拒絶理由の有無について再審査を行い、拒絶理由があると認めた場合、出願人に意見

書、補正書の提出機会を与える。拒絶理由が解消されない場合、再審査拒絶査定を行

う。この再審査拒絶査定に対しては、訴願、行政訴訟などを通じて不服申立てを行う

ことができる。 

d. 不服申立て 

再審査拒絶査定に対し、経済部訴願委員会(日本には存在しない)へ不服申立てをす

ることができる。訴願の審理は基本的に書面で行われ、口頭弁論は行わない。訴願申

立人が訴願委員会において意見を陳述するよう要求することはできるが、この意見陳

述の要求が受理されるか否かは、訴願委員会の判断に委ねられ、必ず受理されるとは

いえない。訴願申立の結果、訴願に理由ありと認められた場合、拒絶査定が廃棄され、

智慧財産局に差し戻され、再審理されることになるが、理由なきと認められた場合、

訴願が棄却されることとなる。訴願棄却の決定に対しては、智慧財產法院へ行政訴訟

を提起することができる。 



 

40 

 

B. 拒絶理由がない 

出願に拒絶理由がない場合は、登録査定される。 

C. 登録公告及び無効審判 

登録査定を受けた特許、実用新案又は意匠で、査定書送達後 3 ヶ月以内に証書料

及び 1 年目の年金が納付されたものは、公告と同時に、証書が交付される。特許権、

実用新案権又は意匠権は、公告の日から生じる。特許、実用新案又は意匠に無効事

由(専利法第 71, 119, 141 条)がある場合、何人も証拠を提出して無効審判を請求する

ことができる。 

⑬ 面談及び実験など 

実体審査中に、審査官との面談を請求したり、必要な実験を行ったり、模型又は

見本を追加したりすることが可能なので、審査を有利な方向に導くために、当該措

置を活用することが考えられる。 

⑭ 特許出願の早期権利化の対応策 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【方法一】優先審査の申請  

本願の公開後、出願人でない者が業として本発明を実施している場合、智慧財産

局に対し本願を優先的に審査するように申請することできる(専利法第 40 条)。 

目標 

特 許 出 願 の 早 期 権 利 化 

方法一 方法二 方法三 
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優先審査の請求は、智慧財産局に手数料を納める必要はないが、「業として本発

明を実施していること」を証明する資料を提出しなければならない。なお、智慧財

産局の内部規定によれば、10 ヶ月以内に最初のオフィスファクションが発行される。 

【方法二】加速審査の申請 

A. 申請要件 

「専利出願審査加速作業方案」によれば、下記のいずれかの一つの事由で既に

公開された出願に対し、加速審査を請求することができる。 

a. 対応外国出願が外国特許庁の審査を経て許可されたもの 

b. 対応外国出願に対し日本、米国、欧州特許庁から拒絶理由及び調査報告が通

知されたが、まだ査定されていないもの（許可される請求項の存在が必要） 

c. 商業的な実施に必要なもの 

B. 手数料 

上記 a と b の事由に基づき請求する場合は手数料が不要であるが、上記 3 の事由

に基づき請求する場合は、手数料 NT$4,000 が必要となる。 

加速審査を請求する際に、当該特許出願がまだ公開されていないものについては、

加速審査の請求と共に早期公開も併せて請求しなければならない。早期公開の申請

には、手数料 NT$1,000 が必要である。 

C. 申請時期 

初審査又は再審査開始通知書が発せられた後に加速審査を請求できる。なお、1

回目のオフィスアクション(OA)が発せられた後でも請求できる。 

D. 効果 

出願人が必要な書類を揃えて加速審査を請求してから、智慧財産局は原則として 6 

～9 ヶ月以内に 1 回目の OA を発行する。ただし、実際の審査時間は出願案件が属す

る技術分野によって異なる。 

【方法三】特許審査ハイウェイ(Patent Prosecution Highway, PPH) 

台湾と PPH 協定を締結した国は米国と日本であり、台米特許審査ハイウェイ制度

は 2010 年 9 月 1 日に実施されたのに対し、台日特許審査ハイウェイ制度は試行の段

階に止まり、試行期間は 2012 年 5 月 1 日からの 2 年間と予定されている。PPH の申
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請件数が管理可能な水準を超えた場合やその他の理由により、早期に PPH 試行プロ

グラムを終了することがある。 

A. 申請要件(次の全ての要件を満たさなければならない。) 

a. 「日本出願」(台米 PPH の場合は「米国出願」)又は「日本を指定した PCT 出願」(台

米 PPH の場合は「米国を指定した PCT 出願」)を優先権の基礎出願として主張し

た。 

b. 1 以上の請求項が日本特許庁(台米 PPH の場合は米国 USPTO)の審査で特許可能と

判断された。 

c. 台湾出願のクレームが、対応日本出願(台米 PPH の場合は対応米国出願)のクレー

ムと同一若しくは縮減されたものであり、又は補正の必要がある。 

B 手数料 

PPH の申請には、智慧財産局に手数料を納める必要はないものの、加速審査を請

求する際に、当該特許出願がまだ公開されていないものについては、加速審査の請

求と共に早期公開も併せて請求しなければならない。早期公開の申請には、手数料

NT$1,000 が必要である。 

C. 申請時期 

初審査開始通知書が発せられた後又は 1 回目の OAが発せられる前に請求できる。 

D. 効果 

1 回目の OA が発せられる時期については、具体的な規定はないが、一般的に 1～

2 か月以内発せられる 

【方法四】早急に審査するよう催促する旨の一般的な書面申請 

前述の方法一～方法三において言及した関連書類はないが、一日も早いオフィス

アクションの発行を希望する場合は、書面にて智慧財産局に対し、早急に審査する

よう催促する旨の申請を提出することが可能である。ただし、法定手続きではない

ため、強制力はなく、早急に審査されるか否かについては、審査官の裁量次第であ

る。 

⑮ 早期公開特許の補償金制度 

特許出願のみに存在している制度である。出願人は、出願の公開後、かつて出願

内容について書面による通知を受けたにもかかわらず、通知後かつ公告前に依然と
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して該発明を業として実施し続けた者に対し、該出願の公告後、適当な補償金の支

払いを請求することができる。既に公開されている出願であることを明らかに知り

ながら、公告前に業として該発明を実施し続けた者に対しても、補償金を請求する

ことができる。補償金の請求権は、その他の権利の行使を妨げない。しかし、補償

金請求権は、公告日から 2 年以内に行使しなければ、消滅する。 

⑯ 外国語の書面をもって出願した場合の補正 

特許出願、実用新案登録出願又は意匠出願で提出された明細書(特許、実用新案)、

意匠説明書(意匠)、請求の範囲(特許、実用新案)及び図面(特許、実用新案、意匠)に

ついては、出願人が自発的に又は主務官庁の命令により補正することができる。し

かし、補正できるのは、外国語の書面による出願において、補充提出書類として提

出した中訳明細書、意匠説明書、請求の範囲又は図面であり、外国語の書面の補正

は認められない。外国語の書面による出願につき明細書、意匠説明書、請求の範囲

又は図面を補正するときには、誤訳の訂正を除き、補充提出書類として提出した中

訳明細書、意匠説明書、請求の範囲又は図面に記載された事項の範囲においてしな

ければならない。 

中訳明細書における誤訳を訂正した後の中訳の内容が外国語明細書の開示範囲を

超えない場合は、誤訳の訂正が認められる。例えば、外国語明細書には「A の下位

概念の a1、a2 及び a3」と記載されているが、中訳文には「A の下位概念の a1 及び

a2」と記載されている場合、又は外国語明細書には「素子 A、B 及び C を含む」と

記載されているが、中訳文には「素子 A 及び B を含む」と記載されている場合は、

いずれも誤訳の訂正が認められる。 

なお、中訳明細書が外国語明細書の開示範囲を超えている場合、智慧財産局はそ

れを理由として拒絶することができ、また、登録査定後においては、第三者が、中

訳明細書が外国語明細書の開示範囲を超えていることを理由として、無効審判を請

求することができる。 

⑰ 外国対応出願の審査結果などの活用 

特許出願については、上記⑭の方法二で説明したように、台湾には「加速審査の

申請」制度がある。諸外国の調査報告、拒絶理由通知書又は特許査定書などを提出

した上で、加速審査請求を提出した特許出願については、出願人が関連書類を全て

揃えて提出してから 6 ヶ月～9 ヶ月以内に、1 回目のオフィスアクション(OA)(拒絶

理由通知書又は査定書を含む)が発せられる。 

意匠登録出願については、他の国で審査を経て登録されている場合、当該国の登

録公報を台湾に出願中の意匠の登録性のサポート資料として提出することにより、

審査を有利な方向に導ける可能性がある。 
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(3) 権利の維持 

① 証書料及び年金(登録料)の納付 

A. 時期 

出願に不登録の事由がないと認めた場合、登録査定される。出願人は査定書送達

後 3 ヶ月以内に証書料及び 1 年目の年金(登録料)を納付しなければならない。権利(特

許権、実用新案権又は意匠権)が付与された後、存続期間が満了するまで、毎年、年

金を納付する必要がある。所定期間内に年金を納付しない場合、権利が消滅する。

権利者が自然人、学校又は中小企業である場合、智慧財産局に対して年金(登録料)

の減免を申請することができる。 

B. 納付方法及び金額 

権利の種類 納付方法及び金額 

特許権 

第 1～3 年(毎年)  NT$2,500 

第 4～6 年(毎年)  NT$5,000 

第 7～9 年(毎年)  NT$8,000 

10 年目以降(毎年)NT$16,000 

実用新案権 

第 1～3 年(毎年)  NT$2,500 

第 4～6 年(毎年)  NT$4,000 

第 7～9 年(毎年)  NT$8,000 

10 年目以降(毎年)NT$8,000 

意匠権 

第 1～3 年(毎年)  NT$800 

第 4～6 年(毎年)  NT$2,000 

第 7～9 年(毎年)  NT$3,000 

10 年目以降(毎年)NT$3,000 

C. 効果 

証書料及び 1 年目の年金が納付されたもののみが公告され、公告の日より権利(特

許権、実用新案権又は意匠権)が付与され、証書が交付される。 

D. 納付期限が経過した場合 

出願人が故意にではなく、期限内に費用を納付しなかった場合、費用納付期限満

了後 6 ヶ月以内に証書料及び 2 倍の 1 年目の年金を納付することによって、権利を

維持することができる。 
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出願日から 20 年(特 許 権) 

出願日から 10 年(実用新案権) 

出願日から 12 年(意 匠 権) 

 

 

 

 

   

. 

 

 

 

 

 

 

 

② 権利の存続期間及びその延長 

権利の種類 存続期間 

特許権 出願日から起算して 20 年間 

実用新案権 出願日から起算して 10 年間 

意匠権 

出願日から起算して 12 年間 

関連意匠権の存続期間は、原意匠権と同時に

満了する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

             

 

特許権については、医薬品（ここにいう医薬品は、動物用薬品に及ばない。）、

農薬又はその製造方法に係る特許権の実施が、法律の規定により許可証の取得を要

件とする場合、特許権者は特許権の存続期間につき、1 回に限り、延長を申請するこ

とができる。ただし、延長を許可する期間は、主務官庁(医薬品の場合は行政院衛生

署、農薬の場合は行政院農業委員会)から許可証を取得するために発明を実施するこ

とができない期間を超えてはならない。また、許可証を取得するための期間が 5 年

審査 出願 登録 存続期間満了＝公共材 

■ 

査
定
書
の
送
達 

 

納
付
期
限 

■ 

証
書
料
及
び
一
年
目
の
年
金

の ★ 

権
利
回
復
の
期
限 

3 ヶ月 

時

間
 

6 ヶ月 
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最大 5 年 
許可証取得日から 

3 ヶ月以内に申請 

延長申請  

可能期間  

2 年～5 年  

申請不可 

6 ヶ月 

を超える場合も、その延長期間は 5 年までとする。 

特許権存続期間を延長しようとする場合、申請は、最初に許可証を取得した日か

ら 3 ヶ月以内に、証明書類を添付し、智慧財産局に提出しなければならない。ただ

し、特許権の存続期間の満了する 6 ヶ月以上前に、これを行う必要がある。 

 

 

 

 

 

                         

 

 

③ 権利の内容 

特許権者、実用新案権者又は意匠権者は、他人がその同意を得ずに、発明、考案

又は意匠を実施することを排除する権利を専有する。また、意匠権者の場合は、他

人による類似意匠の実施を排除する権利も有している。 

特許、実用新案又は意匠若しくはこれに類似する意匠に係る物品の実施とは、当

該物品につき、製造、販売の申し出、販売若しくは使用すること、又は製造、販売

の申し出、販売若しくは使用を目的として輸入することを指す。 

また、特許が方法の発明である場合、発明の実施とは、当該方法を使用すること、

当該方法をもって直接製造した物品を使用、販売の申し出若しくは販売すること、

又は使用、販売の申し出若しくは販売を目的として輸入することを指す。 

④ 訂正申請 

訂正とは、権利取得後の明細書、図面又は図面説明について修正することを指す。

これは、審査中の補正とは異なり、訂正請求は、登録査定、費用納付、証書受領並

びに公告を経て権利を取得した後、初めて提出することができる。 

特許権者は、特許権取得後、明細書、特許請求の範囲、登録請求の範囲又は図面

を訂正しようとする場合、請求項の削除、特許請求の範囲の縮減、誤記の事項の訂

正、不明瞭な記載の説明などの事項についてのみ、これを行うことができる。また、

訂正は、誤訳の場合を除き、出願時の明細書、特許請求の範囲又は図面に記載され

た範囲内においてしなければならず、公告時の特許請求の範囲を実質的に拡大又は

存続期間

満了 

本来の 

存続期間満了 
審査 出願 登録 

医薬品、農薬又はその製造方法に係る特許権(許可権の取得を実施の要件とする場合) 
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変更することは認められない。 

実用新案権者は、実用新案権取得後、明細書、実用新案登録請求の範囲又は図面

を訂正しようとする場合、請求項の削除、実用新案登録請求の範囲の縮減、誤記の

事項の訂正、不明瞭な記載の説明などの事項についてのみ、これを行うことができ

る。また、訂正は、誤訳の場合を除き、出願時の明細書、実用新案登録請求の範囲

又は図面に記載された範囲内においてしなければならず、公告時の実用新案登録請

求の範囲を実質的に拡大又は変更することは認められない。 

意匠権者は、意匠権取得後、意匠説明書又は図面を訂正しようとする場合、誤記

又は誤訳の訂正、不明瞭な記載の説明などの事項についてのみ、これを行うことが

できる。また、訂正は、誤訳の場合を除き、出願時の意匠説明書又は図面に記載さ

れた範囲内においてしなければならず、公告時の図案を実質的に拡大又は変更する

ことは認められない。 
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六、添付資料 

添付資料一 

【台湾特許・実用新案・意匠登録出願 手数料表】 

(2013 年 1 月現在、1 件当たりの費用で) 

出願 

特許出願 NT$3,500 

実用新案登録出願  NT$3,000 

意匠／関連意匠登録出願 NT$3,000 

優先権主張の回復 NT$2,000 

早期公開の請求(特許出願のみ) NT$1,000 

実体審査の請求(特許出願のみ)(注 1) NT$7,000 

早期審査の請求(注 2) NT$4,000 

誤訳の補正／訂正 NT$2,000 

面接及びその準備 NT$1,000 

現場検証 NT$5,000 

出願変更 特許出願 NT$3,500 

実用新案 NT$3,000 

意匠 NT$3,000 

分割出願 特許出願 NT$3,500 

実用新案 NT$3,000 

意匠 NT$3,000 

再審査(特許出願及び

意匠のみ) 

特許出願(注 3) NT$7,000 

意匠 NT$3,500 

登録 特許・実用新案・意匠証書料の納付 NT$1,000 

年金 

特許権 第 1～3 年目(毎年) NT$2,500 

第 4～6 年目(毎年) NT$5,000 

第 7～9 年目(毎年) NT$8,000 

10 年目以降(毎年) NT$16,000 

実用新案登録 第 1～3 年目(毎年) NT$2,500 

第 4～6 年目(毎年) NT$4,000 

第 7～9 年目(毎年) NT$8,000 
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10 年目以降(毎年) NT$8,000 

意匠登録 第 1～3 年目(毎年) NT$800 

第 4～6 年目(毎年) NT$2,000 

第 7～9 年目(毎年) NT$3,000 

10 年目以降(毎年) NT$3,000 

その他 

技術評価書の請求(実用新案のみ)(注 4) NT$5,000 

強制実施の請求(特許のみ) NT$100,000 

強制実施権の取消請求(特許のみ) NT$100,000 

出願権又は特許・実用新案・意匠権の譲渡の登録 NT$2,000 

実施権／再実施権の設定の登録 NT$2,000 

実施権／再実施権の取消しの登録 NT$2,000 

質権の設定の登録 NT$2,000 

質権の取消しの登録 NT$2,000 

質権に係る他の変更登録 NT$300 

信託の設定の登録 NT$2,000 

信託の設定の取消しの登録 NT$2,000 

信託の設定の移転の登録 NT$2,000 

信託の変更の登録 NT$300 

出願人、発明者、考案者、創作者の氏名の変更 NT$300 

代理人変更の登録 NT$300 

特許庁公文書の再発行の請求 NT$1,000 

登録証の再発行の請求 NT$600  

優先権書類の取得 NT$1,000 

英語登録証の取得 NT$1,000 

特許権存続期間延長登録の請求 NT$9,000 

特許権存続期間延長の拒絶査定に対する不服申立 NT$8,000 

特許権存続期間延長の拒絶査定に対する不服申立－補充理由

書の提出 

NT$2,000 

無効審判 
無効審判請求 特許(注 5、6) NT$5,000 

実用新案(注 5、6) NT$5,000 
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意匠 NT$8,000 

補充理由書／証拠の提出 NT$2,000 

 

 

注： 

1. 2010年1月1日以降に出願された特許出願案件、及び2013年1月1日以降に実体審査

を請求した特許出願案件については、請求項が10項以下の場合、当局手数料は

NT$7,000で、請求項が10項を超える場合は、1項増す毎にNT$800が加算される。

さらに、中国語明細書及び図面のページ数が計50ページを超える場合は、50ペー

ジごとにNT$500を追加納付し、超えたページ数が50ページに満たない場合も

NT$500を追加納付する。 

2. 業としてその実施が必要であるとの事由で早期審査を請求する場合の当局手数料

である。 

3. 2010年1月1日以降に出願された特許出願案件、及び2013年1月1日以降に再審査を

請求した特許出願案件については、請求項が10項以下の場合、当局手数料は

NT$7,000で、請求項が10項を超える場合は、1項増す毎にNT$800が加算される。

さらに、中国語明細書及び図面のページ数が計50ページを超える場合は、50ペー

ジごとにNT$500を追加納付し、超えたページ数が50ページに満たない場合も

NT$500を追加納付する。 

4. 請求項が10項を超える場合は、1項増す毎にNT$600が加算される。 

5. 互恵原則の違反や出願権の瑕疵など特定の理由により無効審判を請求した場合、

当局手数料は特許がNT$10,000、実用新案がNT$9,000である。 

6. 当局手数料はNT$5,000で、無効審判を請求した請求項毎にNT$800が加算される。 
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添付資料二 委任状のフォーム（特許） 
 

POWER OF ATTORNEY  
 

 

 

 We                                                                              
hereby, in accordance with Article 11 of the Patent Act, appoint Dr. C. V. Chen (陳長文律師) and   
of LEE AND LI, Attorneys-at-Law, of 7th Floor, 201, Tun Hua North Road, Taipei, Taiwan, Republic 
of China, jointly or severally, to be our patent attorney/patent agent in Taiwan, Republic of China, in 
connection with patent applications and all other patent-related matters, including but not limited the 
following activities that explicit appointment is required by Article 10 of the Implementation Rules of 
the Patent Act: 

 

 

(1) To appoint and discharge patent attorney/agent(s); . 

(2) To withdraw patent applications; 

(3) To withdraw divisional applications; 

(4) To withdraw converted patent applications; 

(5) To withdraw re-examination petitions; 

(6) To withdraw applications for corrections; 

(7) To withdraw cancellation petitions; and 

(8) To abandon patent rights. 

 

 

 

Dated: 

 
 

Duly executed with authorization, 

 
 

 

 

By_________________________ 
(Name in print) 

 
 
   

＊Legalization or notarization is not required. 
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添付資料五 

台湾の主要な法律事務所の紹介（データの出所：台北弁護士会、2012.9 現在） 

名称（弁護士数降順） 弁護士数 日本語要員 

理律法律事務所 

LEE & LI ATTORNEYS AT LAW 

www.leeandli.com 

107 いる 

萬國法律事務所 

FORMOSA TRANSNATIONAL 

ATTORNEYS AT LAW 

www.taiwanlaw.com 

69 いる 

国際通商法律事務所 

BAKER & MCKENZIE 

www.bakernet.com 

55 いる 

寰瀛法律事務所 

FORMOSAN BROTHERS ATTORNEYS 

AT LAW 

www.fblaw.com.tw 

50 いる 

建業法律事務所 

CHIEN YEH LAW OFFICE 

www.chienyeh.com.tw 

47 いる 

常在国際法律事務所 

TSAR &TSAI LAW FIRM 

www.tsartsai.com.tw 

44 いる 

協合国際法律事務所 

LCS & PARTNERS 

www.lcs.com.tw/tw 

30 いる 

宏鑑法律事務所 

CHEN & LIN ATTORNEYS AT LAW 

www.chenandlin.com 

23 いる 

衆達国際法律事務所 

JONES DAY  

www.jonesday.com.tw 

18 いる 

台湾国際専利法律事務所 

TAIWAN INTERNATIONAL PATENT & 

LAW OFFICE 

www.tiplo.com.tw 

16 いる 

 

http://www.leeandli.com/
http://www.taiwanlaw.com/
http://www.bakernet.com/
http://www.fblaw.com.tw/
http://www.chienyeh.com.tw/
http://www.tsartsai.com.tw/
http://www.lcs.com.tw/tw
http://www.chenandlin.com/
http://www.jonesday.com.tw/
http://www.tiplo.com.tw/





